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（１） 計画概要
平塚税務署庁舎は、昭和44年建築で経年による老朽化が進んでいることに加え、耐震性能が不足している。また、

業務量の増加やそれに伴う職員数の増加等により庁舎の狭あい化が進行しており、利用者にも不便を強いる状況と

なっている。

このため、早急に新たな庁舎を整備する必要があることから、平塚市との合意に基づき、市役所の建て替え計画に

合わせ、平塚税務署庁舎を一体的に整備するものである。

（２） 位置

１．事業概要 ～計画概要、位置～

平塚市 平塚税務署

平塚駅

神奈川県

平塚市役所
（予定敷地）



（３） 新庁舎の概要

– 敷 地 ： 神奈川県平塚市浅間町１６８－１、 １６，５４０㎡

– 建 物 ： 鉄骨鉄筋コンクリート造地上８階地下２階建て、延約３万㎡（うち税務署分、４，２０３㎡）

– 工 事 費 ： １５．５億円（平塚税務署分のみ）

– 事業期間 ： 平成２３年度～平成２７年度（設計は平成２２年度に完了予定）

１．事業概要 ～新庁舎の概要～

南側立面図配置図

東側立面図



（４） 既存庁舎の概要

– 敷 地 ： 神奈川県平塚市松風町２－３０

– 建 物 ： 鉄筋コンクリート造３階建て（本館）外、 延２，０３２㎡

１．事業概要 ～既存庁舎の概要～



１．事業概要 ～平塚税務署の業務と組織～

（５） 平塚税務署の業務

– 税務署は、国税庁や国税局の指導及び監督のもとに、内国税の賦課・徴収を担当する執行機関であり、納税者
と最も密接なつながりを持つ行政官庁である。

– 平塚署の管轄区域は、平塚市、秦野市、伊勢原市、大磯町及び二宮町であり、公共交通機関による来署が不
便な地域を管轄している。

（６） 平塚税務署の組織

署長、副署長

総務課
複数の部署に関連する事務についての調整、各種届出書や申告書等の受付、情報公開
請求の受付、税理士制度の運営、広報広聴活動 等

管理運営部門
租税債権の管理事務、各種申告書及び申請書等の受付、各種用紙の交付、納税証明
書の発行、国税の領収、国税に係る制度や手続に関する一般的な相談 等

徴収部門
国税の納付相談、納税に誠意のない滞納者についての財産調査や捜索、差押えや公売
等の強制徴収手続 等

個人課税部門
所得税や個人事業者の消費税等についての相談や調査、個人事業者向けの各種説明
会や青色申告のための記帳指導・研修、法定調書等、資料情報の収集整理 等

資産課税部門 相続税・贈与税、土地・家屋等を譲渡した時の所得税等についての相談・調査 等

法人課税部門 法人税、消費税及び源泉所得税、酒税、印紙税、及び揮発油税等の相談・調査 等



（１） 必要性の評点 ： １１１点

（２）現存率の算出根拠

– 現存率 ＝ Σ（ 構成比 × 各部現存率 ） ÷ Σ（ 構成比 ） ＝ ６１．１ ÷ １０７．２ ＝ ０．５７

２．事業計画の必要性 ～評点の算出、現存率の算出根拠～

計画理由 評点 平塚税務署の状況

→

必要性の評点 １１１点

① 老朽 ９０ 現存率５７％（昭和４４年築） 主理由 × １ ９０

② 狭隘 ７０ 面積率０．６２

従要素 ×０．１

７

④ 分散 ８０ 書庫分散（相互距離１ｋｍ以上） ８

⑦ 施設の不備 ６０ 耐震不足（０．８６）、バリアフリー化対応困難等 ６

※⑤都市計画の関係、⑥立地条件の不良、⑧衛生条件の不良 及び⑨法令等は評点無し。

区分 構成比 各部現存率 主な現象

構造 ３２．０ ０．５０ ひび割れが広範囲に認められ大規模の修繕を要する。

主要部の仕上げ ３０．２ ０．６３ 劣化・汚れ・剥がれが広範囲にある。

電気設備 １７．０ ０．５６ 低圧コンデンサ、熱源用制御盤等の更新を早急に行う必要がある。

機械設備 ２８．０ ０．５９ 冷却塔の劣化が著しい。

計 １０７．２ －

（注１） 現存率は建物の老朽度を示す指標で、建築物の新築時を１００とする。
（注２） 各部構成比は、仕上げ種類等により変動するため、合計が１００とならない場合がある。



２．事業計画の必要性 ～面積率の算出根拠～

（３） 面積率の算出根拠

– 換算人員の算出根拠

– 固有業務室の面積

– 面積率 ＝ 現有面積 ÷ （ ７．４ × 換算人員 ＋ ０．４ × 換算人員 ＋ 固有業務室面積 ）

＝ ２，０１５ ÷ （ ７．４ × ２８７．７ ＋ ０．４ × ２８７．７ ＋ １，０２７．１ ）

＝ ０．６２

区分 換算率 人員 換算人員

署長 １０．０ １ １０．０

副署長・指定特官・主任相談官 ６．０ ３ １８．０

課長・統括官・一般特官・相談官 ２．５ ２５ ６２．５

補佐・上席・係長・調査官・主任 １．８ ８９ １６０．２

事務官・係員 １．０ ３７ ３７．０

計 － １５５ ２８７．７

（注） 面積率は、狭隘の状況を示す指
標であって、計画の必要性を評価す
る際に限って用いるものであり、所
要面積に対する現有面積の充足率
とは一致しない。

室名 面積 室名 面積 室名 面積

計 1,027.1㎡

公衆溜 313.3 現金出納室 7.0 耐火書庫 220.0

端末スペース 47.8 分析室 7.0 倉庫（追加部分） 73.1

会議室（追加部分） 129.6 事務機械室 35.0 ロッカー室 39.3

面接室 40.0 ＫＳＫ機械室 75.0 閲覧室 40.0



２．事業計画の必要性 ～現庁舎の老朽状況～

外壁 ： 外壁改修により、新営当初のモザ
イクタイル上に複層塗材

外壁 ： 腰壁部、基礎CON 部取り合い部、
モルタル浮き、クラック補修跡有り

外壁廻り ： 配管・配線類BOX、錆び穴等、
劣化部有り

内壁 ： ダクト貫通部、周囲クラック・漏水箇
所有り

屋上ドレン廻り ： 漏水箇所に応急補修跡
有り



２．事業計画の必要性 ～現庁舎の老朽状況～

設備機器 ： 冷却塔全景、機器に劣化有り
内壁 ： 書庫内開口周囲、漏水有り、書類
設置不可

3F天井 ： 漏水により天井材脱落、木下地
表し状態

屋上高置水槽廻り ： 配管に錆び有り 内部 ： 一般通路部に漏水警告表示
3F天井内 ： 漏水により天井内ダクト保温
材劣化、断熱材に不良発生箇所有り



２．事業計画の必要性 ～狭あい状況～

正面玄関ホール ： 申告用紙類、玄関ス
ペースに設置

執務室内 ： ロッカー・書棚前に書庫収容
不可の書類多数、開閉に支障有り

執務室内廊下 ： 廊下へ物品・書類を多数
設置

書庫内： 収蔵スペース不足により、最上段
はダクト直近まで積み上げ

書庫内 ： 通路部にも台車＋コンテナによ
り収納、毎日出し入れ作業、室内へ

階段室 ： 本来避難経路の階段室に壁面
収納設置、移設場所無し



２．事業計画の必要性 ～狭あい状況～

執務室内（３F） ： 職員机間スペース無し
執務室内（２F） ： 職員机間スペース無し、
コンテナ積み上げ有り

執務室内 ： 通路部に職員机設置有り、通
路狭隘

執務室内 ： 通路部に来庁者の相談ス
ペース設置有り



２．事業計画の必要性 ～書庫分散による業務への支障～

• 古い簿書から小田原署に移管しているが、修正申告や閲覧・開示請求（小田原書庫保管分
過去１年平均：１４人／月）への対応のため、頻繁に簿書を取りに行く必要がある

小田原税務署

平塚署分簿書

片道約２０ｋｍ



• 耐震性能不足

• バリアフリー法の移動円滑化基準非適合

– エレベーター未整備

– 多機能トイレ未整備

• 駐車場不足

２．事業計画の必要性 ～耐震性能不足等～

玄関庇前 ： EV設置スペース無し
玄関風除室 ： 通路狭隘、申告書他書類多
数

平塚税務署の耐震安全性の評価

≠
税務署の耐震安全性の目標

– 評価値：０．８６

– 地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は
崩壊する危険性がある。

– 評価値：１．０以上

– 大規模地震による構造体の部分的な損傷は
生じるが、建築物全体の耐力の低下は著しくな
いことを目標とし、人命の安全確保が図られて
いる。

1F玄関廻り平面図 ： EV及び多機能トイレ、
設置場所無し

女子便所

男子便所



３． 事業計画の合理性

Ａ．事業案の総費用（千円） 合 計

初期費用

建設費 1,359,639

1,473,394

2,291,854

企画設計費 80,665

解体費 33,090

維持修繕費

修繕費 227,007

818,459保全費 430,004

水道光熱費 161,448

Ｂ．代替案の総費用（千円） 合 計

初期費用

建設費 1,412,682

1,524,671

2,378,260

企画設計費 71,730

解体費 40,259

維持修繕費

修繕費 238,860

853,588
保全費 427,986

水道光熱費 150,550

駐車場代 36,192

• 合理性の評点 ： １００点

– 同等の性能を確保できる他の案との経済比較を行ったところ、事業案の方が経済的である

（注１） 庁舎建設期間と維持
管理期間（５０年間）を
評価期間として現在価
値化した金額である。

（注２） 端数処理の関係から、
合計欄と各欄の合計が
一致しない場合がある。

【代替案の概要】

・現地建替を行う

・建替中は別地に仮庁舎を
確保する

・新庁舎完成後は敷地内に
駐車場が確保できないた
め、駐車場を借り上げる



４．事業計画の効果（業務行うための基本機能） ～評点の算出～

分類 項目 評点 評価の根拠

イ 位置

①用地取得の見込 １点

②災害防止・環境保全 １点

③アクセスの確保 １．１点 道路整備済み、利用者利便向上

④都市計画・土地利用計画等 １．１点 土地利用計画等に積極的に貢献

⑤敷地形状 １点

イ ①×②×③×④×⑤ 計 １．２１点

ロ 規模
①建築物の規模 １．１点 敷地の高度利用に配慮

②敷地の規模 １．１点 必要な駐車場、緑地の面積を確保

ロ ①×② 計 １．２１点

ハ 構造
①単独庁舎としての整備条件 １点

②機能性等 １点

ロ ①×② 計 １点

事業計画の効果（業務を行うための基本機能）の評点
イ×ロ×ハ×１００

１４６点

• 効果（Ｂ１：業務を行うための基本機能）の評点 ： １４６点



４．事業計画の効果（業務行うための基本機能） ～位置～

県合同庁舎
・教育事務所
・パスポート申請窓口
・土木事務所
・水道営業所
・地域県政総合センター
・かながわ労働センター支所
・県税事務所

（徴税部門）
平塚市役所

平塚税務署

国合同庁舎
・法務出張所
・統計・情報センター

市中央図書館

市博物館 市青少年会館

教育会館

平塚警察署市美術館

労働基準監督署

市福祉会館

市中央公民館

市勤労会館

• 徒歩１０分程度の範囲内に多くの公的機関、国・県・市の徴税部門の連絡調整も容易

徒歩１０分程度



５．事業計画の効果（施策に基づく付加機能） ～評価～

項目 評価 評価の根拠

地域性 Ａ
特に充実した取り組みがなされている
– 自治体（平塚市庁舎）との合築による業務の連携
– オープンスペースの設置

環境保全性 Ｂ
充実した取り組みが計画されている
– 太陽光発電による、自然エネルギーの有効活用
– 雨水利用設備の導入により、水資源エネルギーの有効活用

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ Ａ
高度なバリアフリー化が計画されている
– 建築物移動等円滑化誘導基準より優れた整備

防災性 Ａ
総合耐震計画基準に加え、充実した取り組みを実施している。
– 利用者の安心・安全を支える施設として、建物は免震構造を採用
– 河川の氾濫・洪水による浸水被害対策として電気室を上階（最上階）に配置



５．事業計画の効果（施策に基づく付加機能） ～地域性～

●自治体（平塚市庁舎）との合築による業務の連携

・国庁舎と市庁舎との合築により、業務の関連する窓口部門
は、国・市の共用スペースを介して相互のコミュニケーション
が図られる配置とします。
・特に、確定申告時期には地方税職員との作業連携が見込
まれます。

国・市の共用スペース

窓口 窓口国執務スペース 市執務スペース

国・市庁舎の窓口業務連携のイメージ

市・県民税の
転写作業

●オープンスペースの設置

・建物前面には誰もが親しみ、気軽に訪れることができるオープンスペース（広場）を設けます。
また、このオープンスペースは、内部の共用ホールと連続した利用を行うことができます。

国・市の共用スペース

多目的ホール透視オープンスペース利用シーンオープンスペース配置

市役所前交差点

共用ホールと連続した空間

オープンスペース



５．事業計画の効果（施策に基づく付加機能） ～環境保全性～

●太陽光発電による、自然エネルギーの有効活用

・建物の屋上に太陽光発電設備を設け
ることで、自然エネルギーの有効活用と
電力量の低減を図ります。

●雨水利用設備の導入により、水資源エネルギーの有効活用

・屋根などに降った雨は、集水して雨水貯
留槽に貯めて、それぞれを適切に処理した
後、便器洗浄水として利用します。

太陽光発電
雨水再利用



５．事業計画の効果（施策に基づく付加機能） ～ＵＤ～

●建築物移動等円滑化誘導基準より優れた整備

・多機能トイレの整備 ・事務室の自動扉化
・構内通路における、段差のない
円滑通路の整備

・車いす使用者用駐車場の整備 ・エレベーター及び誘導表示
・階 段



５．事業計画の効果（施策に基づく付加機能） ～防災性～

●利用者の安心・安全を支える施設として、建物は免震構造を採用

・耐震構造は上階になるにつれて振
動・変位が大きくなりますが、免震構
造にすることで、建物の変形が各階
ともほぼ同じくゆっくりと揺れるため、
建物内の家具転倒や設備に対する
危険も少なく、安心な建物を確保で
きます。

・金目川の浸水想定範囲で０．５ｍ以下
の範囲に入っている。（平塚市ＨＰより）

上階になるにつれ振
動・変位が大きくなる 各階ともほぼ同じゆれ

●河川の氾濫・洪水による浸水被害対策として、

電気室を上階（最上階）に配置

電気室



評価（案）

事業計画の必要性 １１１点

事業計画の合理性 １００点

事業計画の効果 １４６点


